
（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
（様式５） 最終更新⽇：令和6年9⽉25⽇

1

［原則1］組織運営等に
関する基本計画を策定し
公表すべきである

（1）組織運営に関する中⻑期基
本計画を策定し公表すること

（１）連盟としてのビジョンや運営⽅針について令和4年度に中⻑期計画を策定した。
（２）連盟HPにおいて公開する資料を準備している（令和6年度中に公開予定）。
（３）計画策定にあたっては外部コンサルタントを選定し、役職員だけでなく全競技種⽬の部会⻑か
らもヒアリングを⾏うなど、幅広く意⾒を募った。

①中⻑期事業計画
②令和4年度第10回理事会議事録

2

［原則1］組織運営等に
関する基本計画を策定し
公表すべきである

（2）組織運営の強化に関する⼈
材の採⽤及び育成に関する計画を
策定し公表すること

（１）中⻑期計画の重点領域の⼀つである「②組織・体制の⾒直し」の中で「事務局体制の⾒直し」
を計画している。
（２）組織⼒強化の為の事務局体制⾒直しについて上記のとおりHPでの中⻑期計画で公表を予定して
いるが、令和６年度の事業計画書において事務局⻑の直雇⽤を⽬指す計画を記載・公表している。連
盟HPにおいてを公開している令和６年度事業計画書→URL：https://jcf.or.jp/wp2012/wp-
content/uploads/2024/03/01d08a9b5e85f87a09c0a07c2d26826f.pdf
（３）計画策定にあたっては外部コンサルタントを選定し、役職員だけでなく全競技種⽬の部会⻑か
らもヒアリングを⾏うなど、幅広く意⾒を募った。

①中⻑期事業計画
②令和4年度第10回理事会議事録

3

［原則1］組織運営等に
関する基本計画を策定し
公表すべきである

（3）財務の健全性確保に関する
計画を策定し公表すること

（１）令和４年度より中⻑期計画の重点領域の⼀つである「⑥マーケティング」及び「⑦財源」につ
いて広報・マーケティング委員会を設⽴し、中⻑期的な収益確保に向けた活動内容概要を策定してい
る。
（２）連盟HPにおいて公開する資料を準備している（令和6年度中に公開予定）。
（３）計画策定にあたっては外部コンサルタントを選定し、役職員だけでなく全競技種⽬の部会⻑か
らもヒアリングを⾏うなど、幅広く意⾒を募った。

①中⻑期事業計画
②令和4年度第10回理事会議事録

4

［原則2］適切な組織運
営を確保するための役員
等の体制を整備すべきで
ある。

(1) 組織の役員及び評議員の構成
等における多様性の確保を図るこ
と
①外部理事の⽬標割合（25%以
上）及び⼥性理事の⽬標割合
（40%以上）を設定するととも
に、その達成に向けた具体的な⽅
策を講じること

（１）外部理事の⽬標割合を25％と設定し、理事会推薦枠の活⽤で令和５年の理事改選は⽬標を達成
することがてきた。
（２）⼥性理事の⽬標割合は努⼒⽬標として50％としたが、理事会推薦枠の活⽤だけでは50%に届か
なかった。
今後の外部理事及び⼥性理事の⽬標割合の設定及び具体的な⽅策については、令和７年６⽉の理事改
選までに役員選任規程を改定し、役員選考時の推薦条件に加えることを計画している。

③役員名簿（外部理事割合・⼥性理事割合明記、外部
理事判断根拠、理事担務明記）

審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬

⽇本⾃転⾞競技連盟 スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞遵守状況の⾃⼰説明

⾃⼰説明 証憑書類

※当協会の⾃⼰説明の証憑となる書類のうち、公開可能なものについては、次のページにて公開している。https://jcf.or.jp/digest/
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（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類

5

［原則2］適切な組織運
営を確保するための役員
等の体制を整備すべきで
ある。

(1) 組織の役員及び評議員の構成
等における多様性の確保を図るこ
と
②評議員会を置くNFにおいて
は、外部評議員及び⼥性評議員の
⽬標割合を設定するとともに、そ
の達成に向けた具体的⽅策を講じ
ること

評議員の多様性の確保については役員の多様性確保の後に着⼿する計画である。今後NFとしての本連
盟の性質や評議員会の本来の役割を改めて検証し、その結果を踏まえた適切な⽬標数値を令和7年6⽉
を⽬標に設定するとともに、具体的な⽅策については令和11年6⽉の評議員改選までに加盟団体等の
意⾒も募った上で関連諸規程を策定し、理事会及び評議員会の承認を経て公表する。

④評議員名簿（外部割合・⼥性割合明記）

6

［原則2］適切な組織運
営を確保するための役員
等の体制を整備すべきで
ある。

（1）組織の役員及び評議員の構
成等における多様性の確保を図る
こと
③アスリート委員会を設置し、そ
の意⾒を組織運営に反映させるた
めの具体的な⽅策を講じること

（１）令和５年11⽉に理事・アスリートから構成される「アスリート委員会」を設⽴し開催してい
る。
（２）アスリート委員会の構成については、委員の資格を明確にしたうえで、オリンピック競技種⽬
全部会からの推薦を受けた者及びアスリート委員会が推薦する者から、種⽬及び性別のバランスを留
意して⼈選している。
（ウ）アスリート委員会にはアスリートの他、本連盟の理事が２名以上担当し、委員⻑は理事が就任
することで組織運営に速やかに反映できる⽅策を取っている。

⑤アスリート委員会規程
⑥アスリート委員会名簿
⑦アスリート委員会議事録

7

［原則2］適切な組織運
営を確保するための役員
等の体制を整備すべきで
ある。

（2）理事会を適正な規模とし、
実効性の確保を図ること

（１）現状、専⾨的知識を有する理事を含む20名の理事により理事会を構成しているが、業務執⾏理
事が10名となっていることから適正な規模であると考える。中⻑期計画に基づき令和５年度役員改選
後に組織の⾒直しを図り、13の専⾨委員会と9の専⾨部会を設置。各委員会・部会には原則理事を2名
以上配置することとしている。各委員会・部会に複数名体制で理事を配置することは、部会から委員
会を経由した理事会との連携や意思疎通を円滑にさせる役割を担うとともに、理事による業務執⾏の
監督上も、適切なガバナンス機能に寄与している。

③役員名簿（外部理事割合・⼥性理事割合明記、外部
理事判断根拠、理事担務明記）
⑧JCF組織図
⑨令和5年度第5回理事会議事録
令和5年度第5回理事会資料（令和5・6年度組織体制
について）
⑩令和5年度第6回理事会議事録
令和5年度第6回理事会資料（令和5・6年度委員会及
び部会体制について）

8

［原則2］適切な組織運
営を確保するための役員
等の体制を整備すべきで
ある。

（3）役員等の新陳代謝を図る仕
組みを設けること
①理事の就任時の年齢に制限を設
けること

（１）本連盟においては、定款第31条第6項により、理事⼜は監事は、就任時においてその年齢が70
歳未満でなければならないと規定している。

⑪定款

2



（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類

（１）役員の再任上限を原則５期（10年）とする「理事再任期間上限に関する規程」を制定し、令和
３年度の役員改選から適⽤している。
（２）再任に必要な経過期間についても「理事再任期間上限に関する規定」を制定し選任ているが、
令和5年9⽉のガバナンスコード改定前の改選であったため、現規定では任期1年分となっている。令
和7年6⽉の次期役員改選までに、必要な経過期間を2期4年とする改定を⾏う。
※上記理由の他、令和５年度の役員改選において激変緩和措置（または例外措置）の適⽤は無い。

⑫理事再任期間上限に関する規定

【例外措置または⼩規模団体配慮措置】

10

［原則2］適切な組織運
営を確保するための役員
等の体制を整備すべきで
ある。

（4）独⽴した諮問委員会として
役員候補者選考委員会を設置し、
構成員に有識者を配置すること

役員候補者選考委員会の要否および当該委員会を設置する場合の構成員については、令和７年６⽉の
役員改選までに理事会及び評議員会の承認を経て策定する予定である。

⑬役員選任規程⾒直プロジェクト資料

11

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（1）NF及びその役職員その他構
成員が適⽤対象となる法令を遵守
するために必要な規程を整備する
こと

（１）本連盟における加盟団体、評議員、役職員、登録者およびその他競技関係者については、コン
プライアンス規程第2章に「禁⽌⾏為」として法令遵守および本連盟諸規程、並びに社会規範上の不
適切な⾏為を禁⽌する旨を記載し、同第3章で違反した際の処分等について定めている。さらに職員
については、事務局職員服務規程第2条第1項第1号で本連盟諸規程を遵守する旨で記載し、就業規則
第8章第2節で違反した際の懲戒について別途定めている。加えて、強化指定選⼿および強化スタッフ
については、⾃転⾞競技強化指定選⼿・強化スタッフ⾏動規範各項に「⾏動規範」および違反した際
の処分等について定めている。

⑭コンプライアンス規程
⑮就業規則
⑯事務局職員服務規程
⑰⾃転⾞競技強化指定選⼿、強化スタッフ⾏動規範

12

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（2）その他組織運営に必要な規
程を整備すること
①法⼈の運営に関して必要となる
⼀般的な規程を整備しているか

（１）定款をはじめ、常務理事会（議事運営）規程、専⾨委員会規程、部会に関する規程等、業務に
関する各種規程を整備している。

⑪定款
⑱常務理事会議事運営規定
⑲専⾨委員会規定
⑳専⾨委員会業務分掌
㉑部会に関する規程
㉒部会の業務分掌について

9

［原則2］適切な組織運
営を確保するための役員
等の体制を整備すべきで
ある。

（3）役員等の新陳代謝を図る仕
組みを設けること
②理事が原則として10年を超え
て在任することがないよう再任回
数の上限を設けること

3



（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類

13

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（2）その他組織運営に必要な規
程を整備すること
②法⼈の業務に関する規程を整備
しているか

（１）事務局規程、個⼈情報保護管理規則、特定個⼈情報取扱規程等、法⼈の業務に関する必要な各
種規程等を整備している。

㉓事務局規定
㉔個⼈情報保護管理規定
㉕特定個⼈情報取扱規程

14

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（2）その他組織運営に必要な規
程を整備すること
③法⼈の役職員の報酬等に関する
規程を整備しているか

（１）役員に関する「役員及び評議員の報酬並びに費⽤に関する規程」、事務局職員の給与等に関す
る「給与規程」および役職員の旅費等に関する「出張旅費規程」を整備している。

㉖役員及び評議員の報酬並びに費⽤に関する規定
㉗給与規定
㉘退職⼿当規定
㉙役職員旅費規程

15

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（2）その他組織運営に必要な規
程を整備すること
④法⼈の財産に関する規程を整備
しているか

（１）定款第4章において本連盟の資産・会計について定めているほか、経理規程、物品取扱規定、
特定費⽤準備資⾦等取扱規程等、法⼈の財産に関する各種規程を整備している。

㉚経理規定
㉛物品取扱規定
㉜特定費⽤準備資⾦等取扱規程

16

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（2）その他組織運営に必要な規
程を整備すること
⑤財政的基盤を整えるための規程
を整備しているか

（１）下記諸規定を整備している。
・競技者登録規程等において、登録者（チーム等を含む）の範囲・⼿続き等の必要事項に加え、登録
料に関する規則を定めている。
・加盟団体規程において、本連盟加盟団体の年次分担⾦の納⼊に関する規則を定めている。
・維持会員規程において、維持会員の権利・義務に加え、維持会費の納⼊に関する規則を定めてい
る。
・寄附⾦等取扱規程において、通常寄附⾦および特別寄附⾦に関する規則を定めている。

㉝競技者登録規程
㉞公認審判員規定
㉟主催者登録規程
㊱チーム登録規程
㊲加盟団体規程
㊳維持会員規程
㊴寄付⾦取扱規程

17

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（3）代表選⼿の公平かつ合理的
な選考に関する規程その他選⼿の
権利保護に関する規程を整備する
こと

（１）選⼿強化委員会規程、部会に関する規定、部会の業務分掌において、代表選⼿についての⼿順
及び選考規則を定めている。
（各種⽬別部会による選⼿選考基準の作成と強化指定選⼿及び代表選⼿の選定→選⼿強化委員会によ
る承認）
（２）強化指定選⼿に対する指定取消し等の不利益処分に関する⼿続規程において、選⼿の権利保護
に関する規則を定めている。
（３）選⼿強化委員会規程および専⾨委員会規程において、代表選⼿を選考する場合等に部会員もし
くは委員が対象となる選⼿と特別な利害関係があるときは当該事項について議決から除外する規則を
定め、公平性を確保している。

㊵選⼿強化委員会規程
㉑部会に関する規定
㉒部会の業務分掌について
㊶強化指定選⼿に対する指定取り消し等の不利益処分
に関する⼿続規程

4



（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類

18

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（4）審判員の公平かつ合理的な
選考に関する規程を整備すること

（１）公認審判員規程において、第１級から第３級までの審判員に必要な技量を定め、同規程に基づ
き資格審査を⾏い登録・管理を⾏っている。⼤会における審判については、その役職に応じ必要な資
格を定め、審判の質の確保を図っている。現状、主要な⼤会における審判員の配置については、⼤会
の格や規模および審判員の経験値等による合理的な配置、選⼿との利害関係の有無等の公平性の確保
等を総合的に勘案して審判委員会が選任している。審判委員会における主要な審判員の選任にあたっ
ては、各審判員のスケジュールと担当回数を主要な考慮要素とし、各審判員の年間スケジュールを事
前に聴取して回数等を平準化すべくあっせんを⾏っている。

㉞公認審判員規定

19

［原則3］組織運営等に
必要な規程を整備すべき
である。

（5）相談内容に応じて適切な弁
護⼠への相談ルートを確保するな
ど、専⾨家に⽇常的に相談や問い
合わせをできる体制を確保するこ
と

（１）法律相談の全般として、法律事務所との顧問契約を締結し、業務遂⾏上に懸念等ある場合に
は、いつでも相談できる体制を整えている。
（２）職員は業務遂⾏上、必要に応じて法的知識を学ぶための外部研修等を受講しており、今後も継
続的に実施する予定である。

㊷顧問弁護⼠契約書
㊸職員外部研修受講資料

20

［原則4］コンプライア
ンス委員会を設置すべき
である。

（1）コンプライアンス委員会を
設置し運営すること

（１）本連盟では、平成３０年度第６回理事会の決議を得て、公益財団法⼈⽇本スポーツ仲裁機構が
策定したコンプライアンス強化ガイドラインを参照し、コンプライアンス関連規定の全⾯⾒直しを実
施するとともに、従来の「倫理委員会」にコンプライアンスの要素を含めた「コンプライアンス委員
会」として改組し設置している。令和3年及び令和4年については理事会からの審議事項も無かったこ
とからコンプライアンス委員会は開催されなかったが、令和６年度以降は毎年1回以上開催する予定
である。
（２）コンプライアンス委員会の権限については、コンプライアンス委員会規程に定めている。前述
の改組から１年間の運⽤を経て露⾒した運⽤上の不具合について、令和元年度第１回コンプライアン
ス委員会の承認および令和元年度第７回理事会の決議を得て、コンプライアンス関連規定を⼀部改正
を⾏った。
（３）コンプライアンス委員会には⼥性種⽬にも精通している学識経験者を配置するとともに、コン
プライアンス違反に対する処分審査を検討する審査委員会に⼥性委員を２名配置している。

㊹コンプライアンス委員会規定
㊺コンプライアンス委員会名簿
㊻コンプライアンス委員会議事録
㊼調査委員会名簿
㊽審査委員会名簿
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［原則4］コンプライア
ンス委員会を設置すべき
である。

（2）コンプライアンス委員会の
構成員に弁護⼠、公認会計⼠、学
識経験者等の有識者を配置するこ
と

（１）本連盟では、以下の委員によりコンプライアンス委員会を編成している。
・本連盟理事（加盟団体選出2名・理事会推薦学識経験者2名）を含み、本連盟および⾃転⾞競技に精
通している。
・外部有識者として弁護⼠を含み、当該弁護⼠は公益財団法⼈⽇本スポーツ仲裁機構の調停⼈を務め
ることもあり、スポーツ法に精通している。
・外部有識者として、元筑波⼤学⼈間総合科学研究科教授を含み、スポーツ倫理に精通している。

㊺コンプライアンス委員会名簿

5



（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類
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［原則5］コンプライア
ンス強化のための教育を
実施すべきである

（1）NF役職員向けのコンプライ
アンス教育を実施すること

（１）毎年JOCやJSCが主催する各種研修会等に担当理事及び担当職員が参加し、ガバナンスの強化
に努めている他、役職員向けの研修会を毎年実施している。令和５年度は役職員向けのガバナンス研
修を4回実施した。

㊾R5年度ガバナンス研修資料（4回分）

23

［原則5］コンプライア
ンス強化のための教育を
実施すべきである

（2）選⼿及び指導者向けのコン
プライアンス教育を実施すること

（１）毎年アンチドーピングを中⼼とした講習会を実施しているが、令和５年度には、指導者・強化
指定選⼿・⼤会参加者・⽀援スタッフ・未成年競技者の保護者など延べ約400⼈に対してアンチドー
ピング講習会をを8回実施した。

㊿令和5年度アンチ・ドーピング教育啓発活動実施報
告書

24
［原則5］コンプライア
ンス強化のための教育を
実施すべきである

（3）審判員向けのコンプライア
ンス教育を実施すること

（１）毎年審判や指導者に対してコンプライアンスを含む講習会を実施しているが、令和5年度には
審判員を含む競技関係者に対し「主催者ライセンス講習会」を開催し、主催者間での知識・経験を共
有する場を設けることにより、⼤会運営の安全性と質を⾼めることに注⼒した。

51.令和5年度主催者ライセンス講習会案内

25

［原則6］法務、会計等
の体制を構築すべきであ
る

（1）法律、税務、会計等の専⾨
家のサポートを⽇常的に受けるこ
とができる体制を構築すること

（１）以下、組織運営に必要な専⾨家サポートを受けている
・協賛社等との各種契約におけるリーガルチェックや登録者等との係争等を想定して、法律事務所と
の顧問契約を締結している
・財務会計部⾨においては、法令に基づき監査法⼈との監査契約を締結し、定期的な財務・税務等の
専⾨的な監査・助⾔を受けている
・財務会計部⾨においては、諸税公課や⽇々の会計処理等における助⾔を求めることを想定し、税理
⼠事務所と顧問契約を締結している
・労務部⾨においては、従業員の労働環境改善や労働法規対応を想定し、社会保険労務⼠事務所と顧
問契約を締結している
・その他、事務局運営において専⾨性の⾼い外部⺠間企業のサポートを受けている
（２）各専⾨家とも、業務遂⾏上に懸念等ある場合には、いつでも相談できる体制を整えている。

52.外部専⾨家サポート体制図
53.外部専⾨家契約書（⼠業分）

26

［原則6］法務、会計等
の体制を構築すべきであ
る

（2）財務・経理の処理を適切に
⾏い、公正な会計原則を遵守する
こと

（１）外部監査法⼈および顧問税理⼠の指摘・助⾔を得て、財務・経理の処理に関する規程を整備
し、公正な会計原則を遵守するための業務サイクルを確⽴している。
（２）本連盟監事には専⾨性を有する者を配置し、業務運営全般に係る監査を受けている。
（３）財務・経理処理において、法令および本連盟規程に則った処理が⾏われているか、同外部監査
法⼈による監査を受けるとともに、監事との⾯談が⾏われるなど、財務・経理の業務執⾏に関する適
切性に係る監査を受けている。期末決算時においては、監事及び外部監査法⼈より監査報告書が作成
提出されている。

㉚経理規定
54.監事監査規程
55.令和5年度監事監査報告書
56.監事名簿（適性説明⼊り）
57.令和5年度監査法⼈監査報告書

6



（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類
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［原則6］法務、会計等
の体制を構築すべきであ
る

（3）国庫補助⾦等の利⽤に関
し、適正な使⽤のために求められ
る法令、ガイドライン等を遵守す
ること

（１）各種補助⾦および助成⾦については、それぞれの補助事業等の規定（競輪補助事業の場合は、
「競輪公益資⾦による体育事業その他の公益の増進を⽬的とする事業の補助を⾏うための業務⽅法に
関する規程」、「事務⼿続要領」等）および本連盟諸規程に基づき、⼿続きや科⽬など適切な経理処
理を⾏い、かつその処理⽅法に係る監査を受け、必要に応じ適切な対処を⾏っている。さらに、コン
プライアンス規程第3条第1項第8号において、補助⾦および助成⾦の処理に関する不正を禁じ、違反
した場合には懲戒処分の対象としている。

58.R6年度JKA補助⾦交付決定通知書類、スポーツ振
興くじ助成⾦交付決定通知書類
⑭コンプライアンス規程

28

［原則7］適切な情報開
⽰を⾏うべきである。

（1）財務情報等について、法令
に基づく開⽰を⾏うこと

（１）法令で定められている法定備置書類（定款、事業計画書、収⽀予算書、事業報告書、貸借対照
表、財産⽬録、監査報告、役員名簿 ほか）を事務所に常備し、要請に応じて開⽰できる状況を整え
ている。加えて事業・決算報告書をはじめ、各種規程、書類等を連盟ＨＰで開⽰している。
公開URL：https://jcf.or.jp/digest/report/

59.連盟HP（報告関連）-R5年度事業報告書
60.連盟HP（報告関連）-R6年度予算書

29

［原則7］適切な情報開
⽰を⾏うべきである。

（2）法令に基づく開⽰以外の情
報開⽰も主体的に⾏うこと
① 選⼿選考基準を含む選⼿選考
に関する情報を開⽰すること

（１）各種⽬における選⼿選考基準を本連盟ＨＰで開⽰している。
公開URL：各種⽬別ページ https://jcf.or.jp/road/player/（例：ロード）

61.連盟HP（選考基準関連）

30

［原則7］適切な情報開
⽰を⾏うべきである。

（2）法令に基づく開⽰以外の情
報開⽰も主体的に⾏うこと
② ガバナンスコードの遵守状況
に関する情報等を開⽰すること

（１）ガバナンスコードの順守状況については本連盟HPで開⽰している。
公開URL：https://jcf.or.jp/digest/report/

62.連盟HP（⾃⼰説明）

31

［原則8］利益相反を適
切に管理すべきである

（1）役職員、選⼿、指導者等の
関連当事者とNFとの間に⽣じ得
る利益相反を適切に管理すること

（１）⼀般社団法⼈及び⼀般財団法⼈に関する法律に基づき、利益相反を伴う重要な契約について
は、理事会へ報告をするとともに、法令に基づき決算報告書に記載している。定款および各規程にお
いて、各種選任、選考または登録承認において特別な利害関係がある者を除外して議決する旨の規則
を定めている。
（２）2020年度第２回（６⽉開催）理事会にて「利益相反ポリシー」を制定し、役職員に対して適宜
利益相反ポリシーの研修を⾏っている。

63.利益相反ポリシー

7



（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類
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［原則8］利益相反を適
切に管理すべきである

（2）利益相反ポリシーを作成す
ること

（１）2020年度第２回（６⽉開催）理事会にて「利益相反ポリシー」を設定した。 63.利益相反ポリシー

33

［原則9］通報制度を構
築すべきである

(1) 通報制度を設けること （１）平成30年3⽉より不正⾏為等通報窓⼝を本連盟ＨＰに設置している。
（２）窓⼝担当弁護⼠との委託契約書において守秘義務を課している。
（３）担当する職員については就業規則により機密の厳守と漏洩の禁⽌を定めており、通報に関する
事実調査および処分審査を⾏う調査委員会および審査委員会については調査委員会・審査委員会設置
規程において守秘義務を課している。
（４）通報相談窓⼝規程において、同窓⼝の周知徹底、通報者保護、守秘義務および不利益取扱の禁
⽌を定めている。
（５）令和６年度中に役職員を対象とした通報窓⼝に対する説明会を実施予定である。

通報窓⼝URL：https://jcf.or.jp/report/

64.通報窓⼝相談規程
65通報窓⼝業務委託契約書
66.調査委員会・審査委員会設置規程

34

［原則9］通報制度を構
築すべきである

（2） 通報制度の運⽤体制は、弁
護⼠、公認会計⼠、学識経験者等
の有識者を中⼼に整備すること

（１）通報窓⼝は外部弁護⼠に委託し、調査委員会および審査委員会にも本連盟理事のほか弁護⼠お
よび学識経験者を必要数配置している。

㊼調査委員会名簿
㊽審査委員会名簿

35

［原則10］ 懲罰制度を
構築すべきである

（1）懲罰制度における禁⽌⾏
為、処分対象者、処分の内容及び
処分に⾄るまでの   ⼿続を定め、
周知すること

（１）懲罰制度および関連⼿続きを規定したコンプライアンス関連規程については、⽇本スポーツ仲
裁機構が提供しているガイドラインに基づき、平成30年度に全⾯的に⾒直しを⾏った。
（２）コンプライアンス規程において、禁⽌⾏為、処分対象者および処分の内容を定めており、同規
程は本連盟ＨＰおよび本連盟発⾏の競技規則集に掲載し周知を図っている。処分⼿続規程および同細
則において、処分に⾄るまでの⼿続きを定めており、処分審査にあたっては対象者に対し、これらの
規程を通知している。
（３）処分⼿続規程および同細則において、処分審査対象者に対し、聴聞の機会を設けることと定め
ている。
（４）処分⼿続規程および同細則において、処分対象者に対し、処分の内容、処分対象⾏為、処分の
理由、不服申⽴⼿続の可否、その⼿続の期限等が記載された書⾯にて告知すること定めている。

67.処分⼿続規程
66.調査委員会・審査委員会設置規程
⑭コンプライアンス規程

8



（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類

36

［原則10］ 懲罰制度を
構築すべきである

（2） 処分審査を⾏う者は、中⽴
性及び専⾨性を有すること

（１）調査委員会・審査委員会設置規程において、調査委員と審査委員の兼務を禁⽌するとともに、
両委員会にはそれぞれ法律に精通した有識者および競技に精通した者を配置すること、および処分を
審査する審査委員会については本連盟に現に所属していない第三者委員を配置することを定めてい
る。現状、調査委員会は弁護⼠資格を有する委員１名（第三者委員）を含む委員構成とし、審査委員
会は弁護⼠資格を有する委員１名（第三者委員）および学識経験者（第三者委員）を含む委員構成と
し、ともに専⾨性および中⽴性を確保している。

⑭コンプライアンス規程
67.処分⼿続規程
㊼調査委員会名簿
㊽審査委員会名簿

38
［原則11］選⼿、指導者
等との間の紛争の迅速か
つ適正な解決に取り組む
べきである。

（2）スポーツ仲裁の利⽤が可能
であることを処分対象者に通知す
ること

（１）本連盟では、処分における書⾯通知において、⽇本スポーツ仲裁機構へ不服を申し⽴てること
ができる旨を明記している。

67.処分⼿続規程

39

［原則12］危機管理及び
不祥事対応体制を構築す
べきである。

（1）有事のための危機管理体制
を事前に構築し、危機管理マニュ
アルを策定すること

（１）リスク管理規定を制定し、危機管理体制を構築している。
（２）危機管理マニュアルを策定している。
（３）リスク管理規定において「リスク」を定義し、事態への対応及び基本⽅針について定めるとと
もに、危機管理マニュアルにおいてより具体的な⼿順等について定めている。
（４）令和7年3⽉までにリスク管理規定を改定し、不祥事対応として外部調査委員会を設置する⼀連
の条項を制定する。

68.リスク管理規定
69.危機管理マニュアル

37

［原則11］選⼿、指導者
等との間の紛争の迅速か
つ適正な解決に取り組む
べきである。

（1）NFにおける懲罰や紛争につ
いて、公益財団法⼈⽇本スポーツ
仲裁機構によるスポーツ仲裁を利
⽤できるよう⾃動応諾条項を定め
ること

（１）登録者規程および処分⼿続規程において、懲罰や紛争について、公益財団法⼈⽇本スポーツ仲
裁機構によるスポーツ仲裁を利⽤できるよう⾃動応諾条項を定めており、⽇本スポーツ仲裁機構のＨ
Ｐにおいても⾃動応諾条項の採択団体として掲載されている。
（２）登録者規程において、登録資格審査、競技会への参加資格および国際⼤会選⼿団派遣の決定に
ついて、⽇本スポーツ仲裁機構への不服申し⽴てることができる旨を明記している。
（３）⽇本スポーツ仲裁機構の規定に基づき、処分についての同仲裁機構への異議申し⽴てについて
は処分通知から６か⽉以内としている。

80.登録者規程
67.処分⼿続規程
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（様式５） スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞適合性審査 ⾃⼰説明・公表書式
審査項⽬
通し番号

原則 審査項⽬ ⾃⼰説明 証憑書類
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［原則12］危機管理及び
不祥事対応体制を構築す
べきである。

（2）不祥事が発⽣した場合は、
事実調査、原因究明、責任者の処
分及び再発防⽌策の提⾔について
検討するための調査体制を速やか
に構築すること
※審査書類提出時から過去4年以
内に不祥事が発⽣した場合のみ審
査を実施

（１）令和5年９⽉に連盟公認⼤会であるツール・ド・北海道において死亡事故が発⽣した。リスク
管理規定の基本⽅針に基づき対策プロジェクトを⽴ち上げ、①原因の究明、②再発防⽌策の決定及び
実施を、定期的に理事会及び評議員会で報告している。また令和５年12⽉に本連盟強化スタッフによ
る薬物事案が発⽣したが、コンプライアンス規程及び処分⼿続規程に則り、調査委員会、審査委員会
を経て、令和6年1⽉に処分を決定し連盟HPにて公表した。
（２）強化スタッフ、強化指定選⼿及びその関係者に対して、インテグリティ研修を改めて実施し
た。

70.連盟HP（9/8及び9/9公認⼤会事故報告）
71.令和5年度第7回理事会議事録及び資料
72.令和6年第1回定時評議員会議事録及び資料
73.事故報告書（12/21）
74.令和5年12⽉27⽇調査委員会議事録
75.連盟HP（解任告知）
76.令和6年1⽉19⽇審査委員会議事録
77.連盟HP（処分公⽰）
81.BMX種⽬インテグレティ教育取組報告

41

［原則12］危機管理及び
不祥事対応体制を構築す
べきである。

（3）危機管理及び不祥事対応と
して外部調査委員会を設置する場
合、当該調査委員会は、独⽴性・
中⽴性・専⾨性を有する外部有識
者（弁護⼠、公認会計⼠、学識経
験者等）を中⼼に構成すること
※審査書類提出時から過去4年以
内に外部調査委員会を設置した場
合のみ審査を実施

（１）外部調査委員会設置を要する危機及び不祥事は発⽣していないが、外部調査委員会設置に関す
る規定を令和7年3⽉までに制定する予定である。
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［原則13］地⽅組織等に
対するガバナンスの確
保、コンプライアンスの
強化等に係る指導、助⾔
及び⽀援を⾏うべきであ
る。

（1）加盟規程の整備等により地
⽅組織等との間の権限関係を明確
にするとともに、地⽅組織等の組
織運営及び業務執⾏について適切
な指導、助⾔及び⽀援を⾏うこと

（１）加盟団体規程において、加盟団体の権利義務を定めている。
（２）中⻑期計画の重点領域③「関連団体との関係性構築」において⽅針を定めている。
（３）年２回開催する評議員会および年１回開催する加盟団体説明会において、組織運営および業務
執⾏の適正化のために、スポーツ団体ガバナンスコード＜⼀般スポーツ団体向け＞の内容等を説明す
るとともに、同コードが求める地⽅組織等における法⼈格取得について具体的な⼿順を共有するなど
積極的に推進を図っている。

㊲加盟団体規程
⑭コンプライアンス規程
78.連盟組織図
79.加盟団体説明会資料
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［原則13］地⽅組織等に
対するガバナンスの確
保、コンプライアンスの
強化等に係る指導、助⾔
及び⽀援を⾏うべきであ
る。

（2）地⽅組織等の運営者に対す
る情報提供や研修会の実施等によ
る⽀援を⾏うこと

（１）令和５年度を含め加盟団体説明会を毎年７⽉に実施しており、また令和５年度より「関連団体
連携委員会」を設⽴し、加盟団体や競技種⽬別団体等との連携を深め強化育成・普及拡⼤や⾃転⾞競
技を「ささえる」⼈に対する⾃転⾞の競技価値向上を図っている。

79.加盟団体説明会資料
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